
.■所有者別株式分布状況（2017年3月31日現在）

株主名
当社への出資状況

持株数（千株） 持株比率（％）

日野自動車株式会社 6,535 30 .29
株式会社デンソー 2,000 9 .27
本田技研工業株式会社 1,300 6 .03
澤藤電機従業員持株会 675 3 .13
株式会社三井住友銀行 600 2 .78
株式会社りそな銀行 500 2 .32
株式会社三菱東京UFJ 銀行 400 1 .85
三井住友信託銀行株式会社 300 1 .39
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 219 1 .02
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 203 0 .94

（注）持株比率は自己株式（34,510株）を控除して計算しております。

.■大株主［上位10位］（2017年3月31日現在）

.■澤藤サービスネットワーク（2017年4月1日現在）

＜北海道＞
福田部品㈱

傘下特約店　14 社

＜中部＞
㈱ティー ・ エー ・ エス

本社
傘下特約店　26社

＜近畿＞
関西電装機器㈱
傘下特約店　28 社

＜四国＞
四国電装機器㈱
傘下特約店　10社

＜中国＞
中　エンジニアリング㈱

傘下特約店　24社

＜九州＞
㈱那智商会

傘下特約店 26 社

＜東北＞
永興電機工業㈱
仙台出張所

傘下特約店　28 社

＜関東＞
永興電機工業㈱

本社
傘下特約店　61社

＜信越＞
長坂バロック㈱

傘下特約店　13 社

＜北陸＞
㈱ティー ・ エー ・ エス

北陸営業所
傘下特約店　14 社

サービス技術講習会

10拠点 244社

自己名義株式
0.16%

証券会社
1.53%

外国法人等
0.99%

個人・その他
31.79%

国内法人
49.97%

金融機関
15.56%

国内法人

企業価値向上について

澤藤電機は、株主重視・顧客満足・社会貢献を実現す

るために、コンプライアンス、製品の安全、環境保全、

安全・防災活動を含むリスク管理の徹底、内部統制体制

の充実、企業倫理の向上、優秀な人材の確保と教育強化、

社会貢献活動および適時適切な情報開示などに努め、企

業価値向上を図っています。

代理店・特約店様との協力

澤藤電機は、代理店・特約店様のネットワークを活用

して、市販品、パーツ販売、市場情報収集、サービス体

制構築などを行い、あらゆるシーンで代理店・特約店様

とともに社会的な責任を全うするよう努めています。

コミュニケーション

2016年度は、全国10拠点で会議を開催し、方針説明、

コミュニケーション強化に努めました。

また、代理店・特約店

様のサービス力強化のた

めに、技術講習会も開催

しています。

IR 情報について

澤藤電機は、株主や投資家の皆様に対し、事業活動の

内容を、適時適切に開示することにより、当社に対する

正しい理解を深めていただくことが重要であると考えて

おります。

IR（Investor Re la t ions）活動の一環として、決算

発表時に公表している資料とは別に、当社の活動につい

て幅広くご理解いただけるように、当社の環境活動や新

製品などのトピックスを掲載した株主通信を年2回、株

主様にご送付させていただいております。

最新の決算情報、過去の報告書・財務データやIR スケ

ジュールは当社ホームページ「投資家情報」のページに掲

載しております。

株主・投資家様とともに

長期安定的な成長を通じ、企業価値の向上を 
めざします。

代理店・特約店様とともに

信頼関係を築き、相互の発展・向上をめざし 
ます。
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工場見学会
（2016年9月16・17日）

調達方針説明会（2017年3月23日）

.■ 調達における.
. 基本的な考え方 ① 相互信頼に基づく相互発展

② 経営トップとの情報交換の徹底
③ パートナーシップの共有
④ 環境に配慮した「グリーン調達」の推進
⑤ 法令遵守と機密保持の徹底

仕入先様とともに

公正性と透明性を確保し、信頼関係のもと相互の発展・向上をめざします。

調達の基本理念

澤藤電機は、取引のプロセスにおいてフェアであることを徹底し、品質、価格、納期などを総合的に判断し、最適な.

物品の調達を実行しています。そのために仕入先様を対等なパートナーとして尊重し、相互信頼、共存共栄を基本理念に

信頼関係を築き、相互の発展・成長をめざしています。

調達の基本方針

最適な物品の公正・透明な取引と強固なパートナーシッ

プ構築の実現のための基本方針として、仕入先様とのコ

ミュニケーションを重視した調達活動を展開しています。

仕入先様とのコミュニケーション

調達方針説明会

仕入先様各社との連携強化を目的に、調達方針説明会を

開催しています。今年度は仕入先様137社194名にご

出席いただき、2017年度調達方針を説明いたしました。

内容は、最重要課題である品質向上・原価改善につい

てご協力をお願いいたし

ました。さらに、2016

年度の生産活動にご貢

献いただいた仕入先様

の表彰を行いました。

澤藤電機協力会 秋季研修会

仕入先様との相互研鑽を目的に、秋季研修会を開催して

います。今年度は仕入先様84社132名、社内116名の

合計248名が参加し、スポーツジャーナリストの二宮清

純氏を講師に迎え、「勝者の思考法」と題してご講演い

ただきました。また、吉川社長より当社の近況について

説明いたしました。

澤藤電機協力会 工場見学会

澤藤電機協力会会員企業の中堅社員の異業種交流を目

的に、工場見学会を開催しています。今年度は、仕入

先様39社44名にご参加いただき、新日鐵住金株式会

社 八幡製鐵所を見学しました。八幡製鐵所の歴史や安

全管理に対する意識の徹底を学ぶとともに、会員の交

流を深めました。

品質支援活動（仕入先様）

仕入先様の品質安定化と品質向上を目的として、品質

管理部指導のもと、仕入先様とともに品質向上活動に

取り組んでいます。2016年度は仕入先様の品質支援

と未然防止活動および不具合事例の情報展開を実施し、

着実に品質向上の成果を上げています。

仕入先CSR ガイドライン

CSR の取り組みは、仕入先様と連携した取り組みが重

要であることから、ISO26000の中核主題である「人権」、

「労働」などの項目を含んだ「仕入先CSR ガイドライン」

を策定し、2012年6月に仕入先様へ配布いたしました。

また、自主点検シートによる自主点検も実施中です。

グリーン調達ガイドライン

国内、海外を含む仕入先様に対し、2009年8月に「澤藤.

グリーン調達ガイドライン」を発行しました。

澤藤電機は、環境に対して法規制、各得意先様の要求

事項を満足する環境にやさしい部品の調達を仕入先様と

ともに実施しています。

澤藤電機協力会
秋季研修会

（2016年11月17日）

仕入先様情報連絡会
（2017年5月29日）
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.■ 正社員の構成、平均年齢、平均勤続年数（各年度3月31日時点）

澤藤電機の在籍者数（出向者除く）

労使協議会

2014年度 2015年度 2016年度

男性 女性 男性 女性 男性 女性

社員.
構成
（名）

一 般 526 66 505 68 495 75

管理者 141 1 142 0 144 0

平均年齢 42歳6カ月 40歳4カ月 42歳10カ月 40歳5カ月 42歳10カ月 40歳6カ月

平均勤続年数 19年4カ月 20年0カ月 19年9カ月 20年1カ月 19年10カ月 19年0カ月

年 度 2014 2015 2016
有期雇用者（名） 151 121 118
派遣社員（名） 5 9 45

.■ 有期雇用者、派遣社員の推移（各年度3月31日時点）

食 堂
ゆったりとしたスペースで食事・休憩

休 憩 所
ほっと一息、くつろげる空間

花いっぱい
自分たちの手で植えた3,500株の花

快適職場の推進

働きやすい職場環境づくりは生産性・能率向上、社員モチベーション向上のために重要な活動であり、労使で取り組んでいます。
2008年度には、厚生労働大臣より快適職場推進企業に認定されました。認定後も、さらなる向上をめざして活動を行っています。

澤藤電機は、法令で定められた安全衛生基準を満たすだけでなく、さらに良好な職場環境をめざして、自主的な計画に基づいて職場環
境の改善に取り組んでいます。その一環として管理監督者を対象に、労務管理上の留意点（年休取得推進、過重労働抑制、労働時間管理）
について労務管理研修を実施しています。

雇用の状況

直接部門、間接部門とも、大幅な雇用の変動はありませんでし
た。その中で、日々、業務効率化を遂行しています。
なお、働き方については、法令遵守を第一に正社員、有期雇
用者ごとの就業規則を定め、労使委員会でチェック・フォロー
をしています。派遣社員については、厚生労働省の指針をふま
え、業務内容や契約期間などについて、当社と派遣会社で確認
しながら適正な管理を行っています。

労使協議

労働組合との円滑な労働協約の遵守を図るため、労使協議の場
として労使協議会をはじめ、経営懇談会などの会議を定期的に
開催して改善に努めています。
また、安全衛生委員会、労働時間等設定改善委員会などの各種
労使委員会を開催し、法令に則った健全な職場環境を確保して
います。

社員とともに （ 1 ）

社員一人ひとりの人格・個性を尊重し、職場の安全、社員の健康を守り、快適な職場環境を確保します。

雇用

基本的な考え方

澤藤電機は安定した雇用のもとに、人材育成を重点に取り組
んでいます。働きがいを感じる職場づくりと個人の成長をめざし
て、階層別、職能別、品質管理、環境・安全、自己啓発の5つのジャ
ンルで人材育成に取り組んでいます。

労使関係

基本的な考え方

澤藤電機は社是に掲げた「労使協調相互信頼により明るい職場
を樹立しよう」に則り、平和的労使関係を確立するために、労働
組合と労働協約を締結し信義をもって遵守しています。

人事に関する基本的な考え方

澤藤電機は経営理念の中に、社員への貢献を織り込んでいるほか、企業の社会的責任の観点より、「①人材育成」「②働きがい、モチベー
ション向上」について取り組んでいます。
人材育成については、OJT やマネジメント教育による管理能力強化およびコア人材の育成（キャリアパス、若手抜擢）を、また働きがい、
モチベーション向上については、人事評価制度、異動希望制度、表彰制度などの運用を行い、明るい職場づくり、コミュニケーションの
向上に取り組んでいます。
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.■ 再雇用実績

.■ 障がい者雇用実績

年 度 2014 2015 2016
再雇用者数（名） 16 20 15
再雇用率（％） 84 .2 76 .9 75 .0

年 度 2014 2015 2016
育児休業制度（名） 5 7 7
育児短時間制度（名） 4 7 6

年 度 2014 2015 2016
雇用率（％） 2.51 2 .48 2 .41

.■ 育児支援制度の.
. 適用実績

授業の様子

社員とともに （ 2 ）

人権尊重

基本的な考え方

澤藤電機は、社員の人格・個性を尊重し、働きがいを感じる職

場環境を実現するために制度を整備して実践しています。

具体的には、「企業倫理綱領」の人権の尊重とあらゆる差別的

取り扱いの禁止に関する条項に従い、社員の人権を尊重した、差

別のない健全な職場環境を確保しています。

人材育成

基本的な考え方

澤藤電機は、人材の育成を柱として組織の活性化を図ること

を目標に、社員一人ひとりの自主性と創造性を大切にしながら、

それが企業の発展に活かされるように能力開発の充実を図って

います。

多様性への取り組み

基本的な考え方

澤藤電機は、性別、年齢、国籍など多様な属性や価値・発想を

大切にし、多様な人材が活躍できるようにすることが、社員、企

業の成長につながると考え、取り組んでいます。

教育・啓発

コンプライアンスガイドブックに基づき、人権も含めて法令など

の社会的規範、社会的良識などについて、全社員への教育・啓発

を部門ごとに毎年2回実施しております。

また、内部通報制度として「企業倫理ヘルプライン」を設けて、法

令違反や「企業倫理綱領」の違反行為の未然防止に努めています。

教育・啓発

社員一人ひとりが持ち場・立場での能力を発揮できるように、毎

年、各階層別、職能別の教育計画をつくり、新入社員教育、中堅

社員研修、新任管理監督者研修、管理者候補を対象としたマネジ

メント研修、役員を交えた管理者、管理者候補を対象とした研修

を実施しています。

また、各社員の自己啓発を促すために、各種通信教育、資格取得

支援、講習会・セミナーなどの教育も実施しています。

英会話教室
社内では若手社員を中心とした英会話教室が月1回行われてい

ます。1 回あたり約 1時間、社外より外国人講師を招いて、特に、

ビジネス英語のスキルアップを図っています。

再雇用制度・障がい者雇用の促進

社員の高齢化が進み若年労働者が急速に減少する中で、働く意欲

を有する高年齢者の知識、技能、経験を最大限に活かす場を提供

するとともに、次世代への知識、技術、技能の継承を図ることを

目的として、定年退職者の再雇用制度を導入しています。2013

年4月からの雇用義務化の法改正にも対応しています。

また、障がい者が安心して働ける職場環境を整備し、障害者雇用

促進法に基づき障がい者を雇用しており、雇用率は法定雇用率の

基準2.0％を上回る2.41％（2016年度）となっています。

本年度も一層の雇用促進に取り組みます。

ワーク・ライフ・バランス支援の諸制度

社員の仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を可能と

する働き方を支援するために諸制度を整備し、社員の支援をして

います。

	「フレックスタイム勤務制度」

自立的、効率的な働き方を支援するために、社員が計
画的に始業、終業の時刻を決めることができる勤務制
度です。

	「育児休業制度」・「育児短時間制度」

育児を支援するために、一定の期間内、育児のた
めの休業および所定内労働時間の短縮ができる制
度です。

	「介護休業制度」

介護の必要な家族のいる社員が、家族の介護負担軽減
のために、一定の期間内休業できる制度です。

	「ボランティア休業制度」

国、地方公共団体などの社会福祉機関において、社員
が社会奉仕活動をする場合に一定の期間内休業ができ、
その活動を支援する制度です。
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.■ 交通安全講習会 受講実績

.■ 労働災害度数率

※正社員・有期雇用者・子会社出向社員含む

年 度 2014 2015 2016
受講者数（名） 722 723 671
受講率（％） 81 .5 81 .2 77 .4

1.8 1.611.611.661.66

製造業

電気機械器具
製造業

澤藤電機

全産業

1.061.061.061.06

0.000.00 0.000.00

0.410.41

1.631.63

1.151.15

0.000.00

0.510.510.410.41

1.6

1.4

1.2

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0
2014年2014年 2015年2015年 2016年2016年

社員とともに （ 3 ）

安全活動

活動の実績

2016年度における労働災害度数率（休業）はグラフの

通りでした。2017年度は、「ルールを守り 全員参加

で ゼロ災害に挑戦」をスローガンに、安全・安心な

職場づくりを推進し、さまざまな活動を通じて、危険

を予知できる『危険に対し敏感な人づくり』を進めてい

ます。

安全理念、推進体制

澤藤電機は、『Safety		F i r s t』を掲げ、社員一人ひとりが安全・安心作業のできる職場環境をめざしています。

労働マネジメントシステムを参考にして安全衛生管理体制を整備し、労使同人数（2017年6月現在64名）で安全衛生委

員会を運営しています。

安全衛生委員会の中には、災害予防小委員会、KYT（危険予知トレーニング）推進小委員会、健康増進小委員会、交通

安全小委員会、防火予防小委員会の5つの小委員会をおき、計画に沿ってリスク低減活動をしています。

交通安全活動

例年実施している全社員を対象とした所轄警察署の講

師による安全運転講習会に加え、事故の発生率が高い

25歳以下を対象とした運転適性検査を実施しました。

また、『構内交通ルールを守れない人は公道でも守れな

い』という考え方で、構内での速度チェックやルール

遵守の意識付け活動に取り組んでいます。

安全・衛生

澤藤電機は、災害発生のプロセス『災害=設備の不安全状態＋人の不安全行動』をふまえ、リスクアセスメント活動や.

未然防止活動に取り組んでいます。また、社員の健康の維持改善に向け、産業医とともに健康増進活動を展開しています。

安全衛生委員会 新入社員の安全教育 役員によるトップ巡視

労働災害度数率＝
労働災害による死傷者数

×100万
延べ実労働時間数

24



.■ 健康診断受診実績

メンタルヘルス
研修

.■ 受講実績

.■ 受講実績

熱中症予防対策
セミナー

（出向者を除く）

年 度 2014 2015 2016
受診者数（名） 881 900 811
受診率（％） 99 .4 100 .0 100 .0

年 度 2014 2015 2016
受講者数（名） 89 675 102

年 度 2014 2015 2016
受講者数（名） 200 197 151

社員の健康管理

多面的な健康管理の支援

澤藤電機は、社員一人ひとりの健康を第一に考え、全社で健康に配慮した取り組みを行っています。

社員とともに （ 4 ）

健康管理

社員の健康管理のため、法令に基づく健康診断を国内子

会社も含め実施しています。また、人間ドック、がん	

検診などの健康管理も支援しています。

健康診断の結果、従来より実施している産業医の保健

指導に加え、健康保険組合より派遣される管理栄養士

による、特定保健指導を実施しています。特定保健指

導の対象となった人は各自目標を設定して生活習慣の

改善に取り組んでいます。

また、社員食堂においては、委託会社の管理栄養士と

当社看護師が献立表についての打合せを実施し、栄養

バランスを考慮した通常メニューに加え、美味しくて

カロリー減のヘルシーメニューも毎日提供しています。

メンタルヘルス研修

メンタルヘルスケア指針に基づいて、社員自身による

セルフケア、管理監督者によるラインケア、産業医、

看護師、社外の専門家によるケアを実施しています。

また、メンタルヘルスに対する理解向上を図るため、

外部講師による研修を毎年実施しています。

2016年度は、群馬産業保健総合支援センターより講

師を招き、管理監督者を対象に、ストレスチェックを

ふまえたセルフケアの重要性について理解を深める研

修を実施しました。

暑気対策の取り組み

暑気対策の一環として、社員への啓発および熱中症予

防策の周知を図るために、スポーツドリンクメーカの

講師による熱中症予防対策セミナーを実施しました。

また、夏季限定の対策としてスポーツドリンクの自販

機増設を行っています。

過重労働の抑制

澤藤電機では、健康確保のため、管理監督者を含む全

ての従業員を対象に労働時間の見える化を推進してお

り、厚生労働省の基準超過が認められる場合は、産業

医による保健指導等の健康管理措置を講じています。

また、労働時間の適正化を管理者に徹底を図るととも

に、従業員の健康管理措置の実施状況を経営層に報告

し、情報を共有し、対策を講じることで、過重労働の

抑制に努めております。

職場の分煙化

社員の健康管理のため、受動喫煙防止対策として分煙

化の推進を行っています。

事務棟・食堂に加え、工場内についても、終日全面禁

煙とし、建屋外に喫煙場所を設置し分煙化を実施して

います。

疾病予防の取り組み

疾病予防の取り組みとして、社内報に各種がん検診に

ついてのアドバイスや、ストレス解消法の紹介、歯周

病チェックなどを連続で掲載し、啓発に努めています。

また、医務室では看護師による相談受付や、自動血圧

計を設置していつでも血圧測定ができるようにしてい

ます。
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